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５ 条例案に対する意見の提出

地方公務員法第５条第２項の規定により県議会において意見を求められた次の条例案

について、慎重に審議し、次のとおり意見を提出した。

提出年月日 条例の名称 制 定 ・ 改 廃 の 概 要 意 見

29. 6.28 職 員の育児休業 改正内容 適当なも

等に関する条例 １ 概要 のと考え

の一部を改正す 児童福祉法の改正等に伴い、関係条例の ます。

る条例 規定について所要の改正を行うもの。

２ 内容

(1) 児童福祉法改正に伴う文言修正

旧：里親であって養子縁組によって養親

となることを希望している者

新：養子縁組里親

(2) 再度の育児休業をすることができる場

合等の特別の事情を規定し、これまで運

用により認めていた事情を明文化

（保育所等の利用を希望しているが当面

実施されない場合）

３ 実施時期

公布日（平成29年７月21日）

29.12. 6 一 般職の職員の 改正内容 適当なも

給与に関する条 １ 内容 のと考え

例等の一部を改 (1) 平成29年４月の民間給与との比較によ ます。

正する条例 る給与改定等

ア 給料表に係る改正

給料月額について、初任給を含む若

年層に重点を置いた引上げ改定を行

う。

イ 初任給調整手当に係る改正

(ｱ) 医療職給料表（一）の適用を受け

る医師及び歯科医師等に対する支給

月額の限度を414,300円とする。

(ｲ) 医療職給料表（一）以外の給料表

の適用を受ける医師及び歯科医師

で、医学又は歯学に関する専門的知

識を必要とする職にあるものに対す

る支給月額の限度を 50,7 0 0円とす

る。

ウ 期末・勤勉手当に係る改正

平成29年度及び平成30年度以降の支

給割合を当委員会の勧告どおり引上げ
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提出年月日 条例の名称 制 定 ・ 改 廃 の 概 要 意 見

る。

(2) 扶養手当の見直し

配偶者に係る扶養手当の手当額を他の

扶養親族と同額とし（13,000円→6,500

円)、子に係る手当額を引上げ（6,500円

→10,000円）

各年度における扶養手当の手当額は当

委員会の勧告どおりとする。

(3) 特殊勤務手当の改正

ア 教員特殊業務手当

国における教員給与の見直しに伴

い、教員特殊業務手当について支給額

（日額）を改正する。

イ 県税賦課徴収手当

支給方法を月額制から日額制に改め

る。

２ 実施時期

(1) 平成29年４月の民間給与との比較によ

る給与改定等

平成29年４月１日

(2) 扶養手当の見直し

平成30年４月１日

(3)ア 特殊勤務手当（教員特殊業務手当）

の改正

平成30年１月１日

(3)イ 特殊勤務手当（県税賦課徴収手当）

の改正

平成30年４月１日

30. 2.19 職 員の退職手当 改正内容 適当なも

に関する条例等 １ 内容 のと考え

の一部を改正す (1) 調整率の見直し（引下げ） ます。

る条例 退職手当を算出する際の「調整率」を

「87／100」から「83.7／100」へ引下げ

（国準拠）

(2) 雇用保険法の改正に伴うもの

ア 概要

雇用保険法の改正に伴い、職員の退

職手当に関する条例の規定（失業者の

退職手当関係）について所要の改正を

行うもの。
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提出年月日 条例の名称 制 定 ・ 改 廃 の 概 要 意 見

イ 条例改正の内容

(ｱ) 個別延長給付の新設に伴うもの

雇用保険法における個別延長給付

制度に準じ、基本手当に相当する退

職手当の個別延長給付制度を新設す

る。

(ｲ) 移転費の支給対象者の拡大に伴う

もの

２ 実施時期

(1) 調整率の見直し（引下げ）

平成30年３月１日

(2) 雇用保険法の改正に伴うもの

公布日（平成30年２月26日）

30. 2.21 公 益的法人等へ 改正内容 適当なも

の職員の派遣等 １ 内容 のと考え

に関する条例の 派遣先団体に「地方公共団体金融機構」 ます。

一部を改正する を加える。

条例 ２ 実施時期

平成30年４月１日

30. 3. 2 職 員の特別ほう 改正内容 適当なも

賞金に関する条 １ 内容 のと考え

例の一部を改正 (1) 特別ほう賞金の金額の改定 ます。

する条例 殉職者特別ほう賞金及び障害者特別ほ

う賞金の金額について、全国水準並みに

引上げ

(2) 職員の範囲整理

現行の地方自治法を踏まえ、「同法附

則第８条に規定する者」（地方事務官）

を、本条例に規定する職員の範囲から削

除

(3) 表記の修正

現行の常用漢字表に合わせて表記方法

を修正

・ほう賞金 → 褒賞金

・こえる → 超える

２ 実施時期

公布日(平成30年３月30日)


